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1.序

この研究 は,2002年 度の経済貿易研 究所 にお ける共同研 究テーマ 「日英米独製造業 にお ける

技術 的知識 と技能の形成 ・伝承 に関す る比較研 究一特 に製造 ・会計 ・マーケ ティ ング部 門の場

合一」 を契機 としたものであ り,こ の共同研 究が当該年度の神奈川大学共同研究奨励助成対象 と

して採択 されたこ とによ り,現 地調査 に際 しては予算上の支援 を受け るこ とがで きた・それ故

に,先 ず以ってここにその共同研究の代表者である清水敏允名誉教授 に感謝の意 を表す る次第で

ある。本来であれば,本 研究 を早急 にまとめ,清 水先生の この退職記念号 に 「論文」 として掲載

すべ きところではあるが,研 究に着手 して1年 半ほどの月 日が経過 してはいる ものの,残 念 なが

ら未だ 「論文」 として公表 できるほどの進捗状況にはない ことか ら,こ こでは 「研 究ノー ト」 と

して現時点 までの成果を中心 にして,関 連するテーマ と組み合 わせることによってまとめてお く

こととする。 もちろん,未 完の部分 については,後 日を期 さねばなるまい。

まず,こ の研究 を始めるにあた り,最 初 に直面 した問題 は,何 よりもこのようなテーマの先行

研究が皆無 といっても過言ではない状 況にあ ったことである。 したがって,担 当すべ きテーマは

共通テーマか らほ とん ど必然的に設定 されるものの,そ れを どの ように解釈すべ きであるのか,

つ ま り会計の領域 に共通 テーマを持 ち込んで くる場合 に,具 体的にはどのような問題 をどのよう

な観点か ら,ど の ような方法によって解明す ることになるのか,と い うような研究の出発点 とも

い うべ き初期段階での研究の方向性 をめ ぐって手探 りの状態が続いていた といえる・
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そのような状況ではあった ものの,上 述の共同研究 テーマ,筆 者の専 門領域お よびこれまでの

研究テーマか ら必然的に 「日独製造業の会計部 門における技術 的知識 と技能の形成 ・伝承 につい

ての比較研究」 が所与 のテーマ として導 き出 されることとなる。 このテーマの下では,と りわけ

企業内部 の会計 における技術 的知識の形成 ・伝承 のプロセスが主 たる考察 の対象 となる。 ただ

し,こ こでは会計部門を会計担当部門 と会計管理部門とに区分 してお くこととする。 ここにいう

会計担当部門 とはまさに企業の会計を担 う部門であ り,財 務会計の領域であれ管理会計 の領域で

あれ記録 ・計算 ・報告 を担当 している部 門であ る。 また,こ こにい う会計管理部門とは会計担当

部 門の業務を監視す る役割 を負 う部門である。 したがって,こ こでは会計担当部 門お よび会計管

理部門における技術的知識 とは,企 業 における会計 という技術の全体,す なわち企業 における記

録 ・計算 ・報告 ・検査 についての技術 に関す る専 門知識一 これ らの総称 として,こ こでは この よ

うな技術 的な専 門知識 を 「会計専門知識」 と呼ぶ一 と捉 えてお くこととす る。

また,特 に ドイツ企業 を対象 にして これまでに実施 した聞き取 り調査,書 面 による調査,年 次

報告書 の収集,更 にはweb上 での企業HPか らの資料収集,そ してその比較 ・検討 を通 じて現

時点 において描 き出 され得 る ドイッ企業 における会計担 当部門お よび会計管理部門の人材採用 ・

育成 システムの視点か ら企業内部の技術的知識の形成 ・伝承のプロセス を解明することが本研究

の本来の課題ではあるが,該 当す る部門が複数 に及 び,対 象 となる範囲 も極めて広範であ るこ と

か ら,本 研 究は未だその諸 に就 いた ところに過 ぎない。 したが って,こ こで はまずそのプロセス

として どの ようなこ とが推察 されるのか ということに限定 し,し か も特 に製造業 を対象 としてい

ることに鑑 み,こ の業種 に固有の特性 として製品の製造 プロセスの存在 を無視す ることはできな

いので,会 計担当部門および会計管理部門における管理会計領域 の専門知識,と りわけコス ト・

マネジメ ン トに焦点 を当てて考察を進めることとする。

2.研 究の視点と調査対象企業の概要

企 業 の 会計 を英 米 語 圏 あ るい は わが 国 の専 門書 に見 られ る よ うな財 務 会 計 と管 理会 計 とに 区

分 す るこ との是 非 は別 に して,こ こで は便 宜上 この よ うな区分 に したが って,研 究 の視 点 を明確

に して お く必 要 が あ ろ う。 尤 も,ド イ ツの会 計学(こ のような領域 自体の区画設定も本来 は適切 とはい

えない)に お い て は,厳 密 には そ の よ うな区 分 に従 っ て講座 が 開設 され て い る わ けで は ない。 し

か も,研 究室(dasInstitut/dasSeminar/derLehrstuhl)の 責 任 者(一 般に,Institut/Seminarの 場合には

Direktor,Lehrstuhlの 場合にはInhaberと 呼ぶ)で あ る教 授1の 専 門領域 も細 分化 されて い るわ けで は

な く,経 営 経 済学 を基 礎 に して複数 の領 域 に及 んで い るの で,上 記 の よ うな区分 は あ ま り意 味 が

ない とい うこ とに なる。 とは い え,研 究 の 視 点 を どこ に定 め るのか とい う こ とにつ いて は ,対 象

を絞 り込 む必要 が あ るの で,一 応 そ の よ うな区分 に従 ってお くこ ととす る。

この二 つ の うちの財 務会 計 の領 域 で は,法 の規 制 が あ るの で ,法 律 上 認 め られ た 「会 計技 術 」

が用 い られ な けれ ば な らな い とい う制 約 条件 が存 在 して い る。 したが って,個 々 の企業 に 「固有
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(独自)の 会 計技 術 」 は,本 来 は存 在 しない は ず で あ る(も ちろん,現 実にはある企業 に固有の,場 合

によっては法に違反するような 「会計技術」がある可能性は否定で きない)。 とす れ ば,こ の よ うな 法律

上認 め られ た 「会 計 技術(広 く一般 に用 いられることになる)」 につ い て の知 識 の伝 授 につ い て は大

学等 の教 育 機 関の 果 たす役 割 が大 きい とい え る。

これ に対 して,管 理会計 の領域 で は,一 般 的 な 「会計 技 術」 も存 在 す る もの の,個 々 の企 業 に

お い て 自発 的 に,経 営 管 理 のた め に必 要 に応 じて 具体 的 な個 々 の 「会 計技 術 」 もまた用 い られて

い る。 これ らの 「会 計技術 」 が どの よ うに して現在 に至 っ てい るの か とい う問題 は,確 か に 「形

成 ・伝承 の プ ロセス 」 とい う観 点か らは看 過 で きな い問題 で はあ るが,こ の検討 は別 の機 会 に譲

る こ と とす る。 この よ うに,各 企業 におい て 自発 的 に用 い られ る場合 に は,個 々の企 業 に 「固有

(独自)の 会 計 技 術」 が 存 在 す る余 地 が あ る とい え る。 そ して そ の場 合 に は,企 業 内 教 育 の 役 割

が 大 きい とい え るの で あ る。 つ ま り,も し当該 企 業 に 「固 有(独 自)の 会 計 技術 」 が あ る とす れ

ば,そ れ を教 育す る機会 ・場 所 を提 供 す る こ とが で きる企業 は,そ の企 業 を措 い て他 に は ない筈

であ る(当 該技術を他社 に移転 している場合には,他 にもあ り得ることとなる)。

したが って,財 務 会計 と管 理 会計 とを区別 して,「 会計 技術 」 の 固有(独 自)性 の観 点 か ら検 討

してみ る と,そ れぞ れ の基礎 教 育 の担 い手 は異 な る筈 であ る とい う仮説 が 得 られ る こ ととな る。

この よ うに考 え る とす れ ば,会 計専 門知識 の形成 ・伝 承 の プ ロセス は,単 に企 業 内教 育 だ けの 問

題 で はな く,大 学等 の 高等教 育 機 関 にお け る教育 を も視 野 に入 れ て研 究 を進 め なけ れ ばな らない

こ と とな る。 更 に は,研 究 テ0マ に照 らせ ば,企 業 内教 育 にお い て は,む しろ管 理 会 計 領 域 の

「会計 技術 」 に焦 点 をあて る こ とが よ り肝 要 で あ る こ とも明 らか となる。

そ こで,こ の よ うな視 点か ら研 究 を進 め るた め に,大 学 等 の高等 教 育機 関の選 定,調 査対 象企

業 の選 定,聞 き取 り調査 の対 象 とな る人 物 の選 定 をお こ な い,2002年7月29日 か ら8月22日

までの期 間 に ドイ ツ国内 の大 学 ・企業 等 にお け る聞 き取 り調査 を実 施 した。 調査 対象 は次 の通 り

で あ る。

大 学 で は,ミ ュ ンス ター大 学2(JorgBaetge教 授3:同 教授は筆者が渡独する2週 間ほど前に定年退官の

最終講義をなされてはいたものの,学 外での活動も活発 におこなわれてお り,面 談 も同教授の主催する管理職

向けのセ ミナーのおこなわれていた市郊外の古城ホテルにて忙 しい合間をぬっておこなわれた。同教授 は,以

前か ら管理職研修 にも積極的に取 り組 まれてお り,現 在 も学外での社会人教育 を実践中であ ることか ら,そ の

ような視点での意見をきくことができた。多忙 な中,貴 重な時間を割いていただ き,ま た今回の調査 には事前

準備の段階で多大のご協力をいただいた。)。

ハ ノ ー フ ァー大 学4(Hans-JurgenKirsch教 授:同 教授は今回の調査対象で もあるHenkelで の勤務経験が

あり,そ こでの部門責任者の経験 もあるので,教 育の現場と企業の管理職とをともに経験 した立場か らの意見

を聞 くことができた。面談は昼食 をはさんで,午 前 と午後に同教授の研究室にておこなわれた。)。

専 門単科 大 学(dieFachhochschule)で は,ベ ル リン経 済大 学5(BerndPfeiffer教 授:同 教授は,当 時

は学長代理であ り,専 門単科大学の実態の一端を聞かせていただいた。また,同 教授は企業人としての経験 も
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豊富であり,長 くSiemensに 勤務され,本 社 ・工場におけるコントロー リング ・財務部門の責任者の経験 もあ

ることか ら,当 時の管理職 としての立場および現在の立場での意見を聞くことができた。面談は,ベ ルリーン

市内の中心部にもかかわ らず,喧 騒 とは無縁のオープンカフェに始 まり,そ の後場所 を移 して同教授の研究

室,更 には,大 学の近 くにある瀟洒なレス トランに至るまで続いた。)。

ミュ ンス ター専 門単科 大 学(IsabelvonKeiz教 授:同 教授は,夏 期休暇のために直接の面談には応 じて

もらえなかったものの,そ の後の調査にご協力をいただいた。同教授か らは,専 門単科大学の教育システムに

ついての意見を聞 くことがで きた。)。

企業 で は,Volkswagen(本 社:連 結 ・個別会計部門責任者FriedhelmLotz氏 。同氏 は夏期休暇のため本

来は同氏の部下と面談の予定であったものの,直 前にその担当者が病気入院とな り,適 当な代理者が不在 のた

め実際の調査は帰国後に書面により同氏 に対 して実施 した。同氏 は,1947年 に生まれ,ギ ーセン大学の経済学

部を卒業後に同社 に入社 し,途 中サラエボでの海外勤務 を経験 しているものの一貫 して本社 に勤務 している。

大学時代の専攻は監査であ り入社後 も財務領域に属 し,4年 目以降は責任者 を歴任 されてお り,財 務部門のス

ペシャリス トとえる。)。

DaimlerChrysler(本 社:内 部監査部門統括副責任者Hube血sBuderath氏 。同氏は,多 忙なため日程調

整が難 しく,結 局 日曜日の夕方という全 く予想外の 日時での面談 とな り,イ ンタビューは,本 社敷地内にて休

日の閑散 とした監査部門専用社屋の最上階の同氏の執務室で秘書 も不在の中でおこなわれ,そ の後のTubingen

郊外の レス トランでの会食にまで及び,資 料の準備お よびその後の調査協力 もあわせてそのご厚情には感謝す

るばか りである。同氏はビュルツブルク大学において経営経済学を修め,卒 業後には監査法人DeloitteTouche

に3年 間勤務 した後に同社に入社 し,複 数の国内工場お よび本社の コン トローリング ・財務部門における勤務

を経て,1994年 以降現在の部門に所属 されてお り,当 該部門のスペシャリス トといえる。)。

BMW(本 社:連 結監査部門開発 ・生産 ・IT担 当責任者ThomasBurger氏 。当初予定 していた連結 コン

トロー リング部門責任者のKarlSommer氏 が夏期休暇中であったために急遽面談をお願いすることになった。

時間に余裕が なかったにもかかわ らず,事 前に資料 を準備 されてお り,ホ ワイ トカラー用の食堂での昼食 をは

さんで同氏が出席すべ き会議直前 まで丁寧に時間をかけて対応 していただいたことには感謝 している。因み

に,同 氏によれば もしSommer氏 がいれば,役 員用の食堂にいける筈だった とのことであ り,そ のチャンスを

逃 したことはいささか悔やまれる。同氏の配慮 もあ り,こ の日の翌 日には隣i接する工場 を見学する機会 を持つ

ことができ,そ の際に途中休憩のためブルーカラー用の食堂でのテ ィータイムをも経験することになった。同

氏は,ミ ュンヘ ン工科大学にて機械工学を学び,15ヶ 月の同社での訓練期間を経て工場機能分析,車 体材料製

造,装 備品調達などの業務 を経て現在の監査部門に所属されてお り,専 門を生か した領域 の監査を担当されて

いる。監査 とはいえ,会 計に関する知識は専門外ということもあ り,同 氏 は現場の製造業務に関す るスペシャ

リス トといえる。)。

Dr.Ing.h.c.FerdinandPorsche(本 社:コ ン トローリング部門子会社担当責任者JoachimLamla博

士。同博士とは連絡のつかないままに渡独することにな り,結 局夏期休暇中であったため,ま た適当な代理者

も見あた らなかったため に,実 際の調査 は帰 国後 に書面 により同博士 に対 して実施 した。同博士 は,シ ュ
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トゥッ トガル ト大学において社会学を修め,そ の後Horvath教 授の下で助手を務 め,博 士号 を取得 し,更 に同

教授の経営するコンサルタン ト会社にて4年 間勤務 した後に,同 社 に入社 し,一 貫 してコン トmリ ング部門

に属 してお り,こ の領域のスペ シャリス トといえる。因みに,Horvath教 授はコントローリング関連の著作の

多い ドイツで も高名な経営経済学研究者の一人である。)。

Henkel(本 社:連 結会計部門計画 ・企業評価担当副責任者LarsSchulze氏 。同氏 は,ミ ュ ンスター大学

での経営経済学の課程を修了後に,前 掲のハ ノーファー大学のKirsch教 授の紹介 を受け,更 には同じく前掲の

ミユンスター大学のBaetge教 授の推薦を得て,同 社に就職 し,以 来現在 の部 門に所属 している。同氏は,そ

の職歴 をWestdeutscheGenossenschafts-ZentralbankeGに おける信用組合の職員から始めているとのことであ

るが,こ の時には同時にデュッセル ドルフ市の商業学校(職 業学校)に も在籍 してお り,デ ュアル ・システム

と呼ばれる職業学校 に特有の教育課程 をも経験 している。つ まり,3ヶ 月信用組合に勤務 し,次 の3ヶ 月を学

校 で過 ごし,ま た信用組合に戻 り,更 にまた学校 に戻るという方式での実務 と講義のいわば二元教育 を受けて

いる。更に同時に,同 氏は定期的な企業内研修 も受け,ま たライン地域の信用組合の研修所 における教育課程

をも修め,最 終的にはデュッセル ドルフ市の商工会議所 より銀行員 としての職業訓練教育の修了証を授与 され

ている。その後に,大 学に入学することになり,そ れか らの経緯は前述の通 りである。同氏 との面談には,日

程の都合上,土 曜 日の午後をあけていただき,広 大 な工場敷地の中にある同氏 の専用オフィスでおこなうこと

ができた。その後は,ラ イン川沿いの洒落た レス トランで夕食 を共に し,そ の後 ご自宅 にまでご招待 をいただ

き,筆 者の関心事に懇切丁寧に答えていただいた。)。

同 じ く,Henkel(本 社:連 結会計部門連結決算担当副責任者SandraSchulze氏 。同氏は,ミ ユンスター

大学での経営経済学の課程 を修了後に,ド イッ銀行に就職 した ものの1年 で退社 し,そ の後前掲Schulze氏 の

紹介によって,同 社に移籍し,以 来現在 の部門に所属 している。同氏は,前 掲Schulze氏 のご令室である。同

氏 より,同 社 における研修関係の資料を提供 していただいた。 もちろん,面 談の際には終始 ご夫妻 ともにご一

緒 され,お 気遣いいただいた。)。

以 上 の よ うな調 査 対象 となった 企業 ・大学 にお ける イ ンタビ ュー,書 面 に よる回答,お よび入

手 した資 料 を基 に して上 記 の視 点 か ら標 記 のテ ーマ につ い て考 えてみ る こ ととす る。 なお,こ の

他 に も企 業 関係者 お よび大 学 関係 者 の方 々か ら今 回の テー マ に関連 して様 々 な意見 を聞 く機 会 を

持 つ こ とが で きた もの の,こ の研 究 に対 す る貢献 度 か らみ れ ば,こ こに詳 し く紹介 す るほ どで は

ない と判 断 され るので,こ こでは 割愛 してお くこ ととす る。

3.ド イツ企業における会計担当部門および会計管理部門の構造と位置付け

一般に
,企 業 において会計分野 を担 当す る部 門は 「Rechnungswesen」 あるいは 「Finanzen」

と呼称 されることが多 いようであるが,企 業の規模に応 じて規模が大 きくなるほ どに部門は細分

化 され,反 対 に規模が小 さ くなるほ どに部門は集約 ・統合化 される傾 向が見 られる といえる。 ま

た,会 計 に関連す る専門業務 と して内部監査が あ り,こ れは 「lnterneRevision」 など と呼称 さ

れている ようであ る。 これ もまた,企 業の規模 に比例 してその規模 が決 まる傾 向が ある とい え



.:商 経 論 叢 第39巻 第4号(2004.3)

る。 もち ろ ん,監 視 とい う観 点 に立 脚 す れ ば,当 然 「Aufsichtsrat」 とい うい わ ゆ る監査 役 会 も

企業 組織 の 中 の一 つ の部分 と して等 閑 に付 す こ とはで きない。

実 際 に は企業 組織 にお いて,「Finanzen」 あ るい は 「Rechnungswesen」 が大 きな一つ の部 門 ・

領域 を形 成 す る こ と もあ れ ば,「Finanzen」 と 「Controlling」 とが 同列 に位 置付 け られ る場 合 も

あ る。Volkswagenで は,取 締 役 の担 当 領 域 は,「Rechnungswesen」 と 「Controlling」 に 区 分 さ

れ,DaimlerChryslerで は 「Finanzen」 と 「Contro11ing」 と に 区 分 さ れ て い る。 ま た,BMW,

Porsche,Henkelお よびSiemensで は,そ れ は 「Finanzen」 に統 一 され てい る6。 この よ うな一 つ

の大 きな部 門 ・領 域 は,取 締 役 が各 領域 の最 高 責任 者 で あ る とす れ ば,そ の下 に これ に従属 す る

領域 部 局(dasRessort)が あ り,更 に これ に属 す る大 部 門(derBereich)が あ り,そ の 下 に中部 門

(dieHauptabteilung),更 に個 々 の小部 門(dieAbteilung)が 配置 され る よ うな階層構 造 を備 えて い る

とい え る。 一 般 に,「InterneRevision」 は,「Controlling」 に属 して お り,「Aufsichtsrat」 は,取

締役 会 を監 視 す る機 関 と して これ らの 部 門 ・領 域 とは全 く別 の位 置付 け とな って い る。

この よ うな会計 に関連 す る業 務 を担 当す る部 門の呼 称 は と もか く,実 際 に会 計専 門領域 お よび

会 計 関連 領 域 の業務 を担 当 してい る部 門 は,経 営 組織 上 どの よ う な位 置付 け に あ る の で あ ろ う

か 。企 業 の組 織 構 造 は場 合 に よ って は企 業 秘 密扱 い に な る こ と もあ り7,こ れ を公 表 す るか否 か

の 判 断 は企 業 に よって異 なっ てい る。 一一方 で は,年 次 報 告書 に さえ組織 構 造 を記 載す る企 業 もあ

れ ば,他 方 で は企 業 秘密 に該 当す る こ と を理 由 に公 表 を拒否 す る企 業 もあ り,企 業側 の対 応 は両

極 に分 か れ てい る とい える。

こ こで は,考 察 の手掛 か りとな る具 体例 と して ドイ ッ 自動 車 産業 の 中心 的 な企 業 で あ り,か つ

ドイ ツ株 式 市 場 の 主 要 指 標DAXの 銘 柄 企 業 で もあ るBMW8とVolkswagen9とDaimlerChrys-

lerloを 挙 げ る こ とが で き る。 図1お よび 図2はBMWの 組 織 図 で あ り,こ の図1か ら明 らか な

よう に,「Finanzen」 とい う領域 部 局 が ひ とつ の大 きな専 門 部署 と して形成 され てお り,こ の 中

にKonzemcontrolling,Finanzen/Bilanzen/Steuern,Organizationお よびZentraleInformations-

technologieと い う4つ の下位 部 門 が含 まれ て お り,さ らに これ らの 下位 部 門に は担 当 業務 ご と

に細 分 化 され た個 別 のセ ク シ ョンが 含 まれ て い る。 これ は,会 計 担 当部 門 の一 例 とい え る。 ま

た,「 企 業集 団 の 内部監 査 」 とい う領 域 が ひ とつ の部 門 と して形 成 されて い る こ とが 図2よ り明

らか と な る11。 これ は}会 計 管 理 部 門 の 一例 とい え る。 尤 も,監 査 の対 象 は 会社 の す べ て の 業

務,プ ロ セス,ス タ ッフに及 ん でお り,単 に会計 のみ を対 象 と して い るわ けで は ない ので,こ の

部 門 に所 属 す る メ ンバ ー がす べ て会 計分 野 に精 通 して い る必要 は な い ので あ る。 図3は,Volks-

wagenコ ン ツ ェ ル ンの組 織 図 で あ り,こ の 図3か ら明 らか な よ う に 「Controlling/Rechnungs-

wesen」 とい う 領 域 が ひ とつ の 部 門 と し て 形 成 さ れ て お り,こ の 中 にKonzern-Controlling,

InvestorRelations及 びRechnungswesen-KonzernandhandelsrechtlicherAbschluf3VWAGと い

う3つ の下 位 部 門が含 まれ てお り,さ らに これ らの下位 部 門 には担 当業 務 ご とに細 分化 され た個

別 の セ ク シ ョンが 含 まれ てい る。 特 にRechnungswesen-KonzernundhandelsrechtlicherAb一
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図1.BMW本 社の財務部門(Finanzen)の 組織図

財 務

F

図2.BMWコ ン ツ ェル ンの監査部門(Konzernrevision)の 組 織図

AK

コ ン ッ ェ ル ン

コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン

A

代表 取締 役

schluf3VWAGは,handelsrechtlicherAbschlul3VWAGと い う部 門 を含 む と同時 に企 業集 団 に

関連 す る3つ の専 門部 門 を も統 括 す る地位 にあ る こ とが わか る。 こ れ も また 会計担 当部 門 の一例

と い え る。 ま た,図4はVolkswagenブ ラ ン ド単 体 で の 組 織 図 で あ る が,周 知 の 如 くVolk-

swagenに は,こ の他 に もAudi,Seat,Rolls-Royce/Bentley,Skodaな どのブ ラ ン ドが あ り,そ れ

ぞれ独 立 して管理 さ れて い るので,当 然 の こ となが らそ れ ぞ れ に 「Finanzen」 担 当 の取 締役 が い

る。

更 に 図5は,DaimlerChryslerの 組 織 図 で あ り,こ の 図5か ら明 らか な よ う に,「Corporate

Audit」 とい う領 域 が ひ とつ の 部 門 と して 形 成 され て お り,こ の 中 にR&D/Manufacturing/Pro-

curement/SupPly(こ れはNAFTAと その他の地域 に区分 され る),SalesandMarketing/Aftersales,

DaimlerChryslerServices,InformationManagement,StaffFunctions,RegionalOfficeAsia-Pacific,

Non-DCCNAFTAAuditsと い う7つ の下位 部 門が含 まれ てお り,さ らに これ らの下位 部 門に は
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図3.Volkswagenコ ン ツ ェル ンのControlling/会 計 部門の 組織図
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担当業務 ごとに細分化 された個別のセ クシ ョンが含 まれている。 中で もStaffFunctionsに おいて

「Finanzen/Controlling」 担当がNAFTAと それ以外 の地域 とに分 け られてお り,こ れ らの2つ の

セ クシ ョンが,会 計管理部門の一例 といえる。

これ らの個 々の具体 的な部門が どのように細分化 されているのか,あ るいはそれ らが企業全体

の組織構造 において,ど の ような立場 に置かれているのかについては,必 ず しも軌を一にす るわ

けで はない ものの,担 っている役割 には大 きな相違 は見 られない ことはい うまで もない。つ ま

り,会 計担 当部門の役割 は,個 別決算書の作成お よび連結決算書の作成 を中心 とする年次決算業

務のみならず,企 業集団の経営管理業務にまで及 んでいる。他方,会 計管理部門の役割は,全 体

として,主 に業務,プ ロセス,ス タッフを監視す る12こ とにあるといえる。 したが って,両 部門

の関係 は,一 方が業務 の遂行の担い手であ り,他 方がその監視の担い手 とい う関係にあるといえ

る。 このような会計担 当部門 と会計管理部 門との位置付 けの違いは,本 来個々の企業 における内

部監視 システムのあ り方 に関連する問題であ り,監 査役会 をも含 めれば コ0ポ レー ト ・ガバ ナン

スにつながっている といえる13。
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図4.Volkswagenブ ラ ン ド 〔単体 〕 のControlling/会 計 部門 の組織図
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4.会 計部門 にお ける人材採用 にみ る会計専門知識の形成 ・伝承のプロセス

ー大学と企業との関係に関連して一

一般 に
,企 業 における人材採用 は,教 育機 関と社会 との接 点の問題 として捉 え るこ とがで き

る。 もちろん,他 企業か らの転職(社)も 現実 にはある ものの,そ れ とは別 の接点 として捉 え ら

れるのでここではこれを含め ないこととし,専 ら新卒者 と企業 との関係 としての観点か ら企業 に

おける人材採用 を考えてみたい。 もちろん,考 察の対象 は,企 業全体の人材採用ではな く,会 計

部門における人材採用であることはい うまで もない。その際に,論 点 を明確 にす るために,こ こ

では高等教育機 関 として,特 に大学(dieUniversitat)を 考察の対象 とし,こ の卒業生 を受け入 れ

る企業 も大規模企業 に限定 してお くことにす る。その他 の教 育機関,例 えば専 門単科大学(die

Fachhochschule)あ るいは理論 と実務 との二元教育 を 目指 す職 業学校(dieBerufsakademie)な どと

企業 との関係 の検 討については,こ れを別の機会に委ねることとする。 また,企 業規模 による相

違についても考慮に入れるべ きである と考え られるものの,ド イツ企業における典型 的な事例 を



172商 経 論 叢 第39巻 第4号(2004.3)

図5.DaimlerChrysler本 社 の内部監 査部門(CorporateAudit)の 組 織図
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見 出すためには,考 察対象 を大規模企業に限定 しても特 に問題 はない といえるであろ う。

そ こで,大 学 と企業 との関係 において,大 学側が きわめて重要な役割 を果た している筈である

ことは,ド イツを代表するい くつかの企業における調査か ら容易に推察 され得 る。 このことは,

企業 における採用のあ り方の実態 を一瞥することによっても同様に推察 されるこ とになるといえ

る。つま り,ド イツにおける求人 は,き わめて具体的な職種 に対する求人であ り,日 本の ような

総合職 一般職 などとい う曖昧(と はいえ何にでも当てはまる便利)な 表現 によって示 されるような

いわば誰で も応募で きる可能性 のある ような求人方法ではないのである。 これは,例 えばHPに

おいて求人情報 を提供 している企業の当該情報14を 見ることによって容易 に確 認され得 る筈であ

る。

一般に
,わ が国の場合には皮 肉を込 めて 「就職ではな く就社」 ということが巷 間よく指摘 され

ていることではあ るが,こ れに対 して ドイッ企業の場合 にはまさにこの 「就職」が実践 されてい
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るといえる。 この決定的な日独間の相違点 を生み出す ことになる理由を,大 学の卒業のあ り方,

企業の人材採用方法に見 出す ことがで きるであろ う。す なわち,ド イツでは 「(特定の)職 に就

く」 ためには,そ の 「職」 を見つけなければな らないのである。 もちろん,そ のため には,各 人

がその 「職」 にふさわ しい能力 ・知識 を具備 していなければならないこ とはいうまでもない。わ

が国の大学 ・企業に見 られ る年間の恒例行事 ともいえる一・斉の就職活動 ・一斉入社 ・一斉研修 と

いう集 団的な現象 は ドイツにおいては観察 され得 ない。 したがって,ド イッ企業は,大 学卒業者

に対 しては,専 門外の まった くの素人 を採用 し,こ れを地道 に専 門家 として育ててい くな どとい

うような人材採用方針を もってい るわけではないのである。 とはいえ,こ の ことはOJT(Onthe

JobTraining)と い う人材育成 の方法 が採用 されていない とい うことを意味 してい るわけではな

い。 ドイツ企業において も,必 要 に応 じてOJTが 実施 されていることはいうまで もない。

ドイツ企業 にみ られる人材採用の特徴 として,特 定の職種毎の個別採用であること,欠 員 に応

じてあるいは必要な時に必要な人員の採用がお こなわれること,そ してその採用基準のハー ドル

が決 して低 くはない とい うことが指摘 されるであろう。 したが って,あ る特定の企業への就職 を

希望 して も,当 該企業に 自分に合 う職種での求人が なければ断念せ ざるを得 ないのである。つ ま

り,ま ず最初 に企業 あ りきではな く,ま ず最初 に職種 あ りきなのである。 このことが 自明であ り

かつ企業における一般的な採用 システムとして社会的に広 く認識 されていることによって,大 学

生はこれに対応すべ く努力 しているという構図が見出 されるとい えるであろう。 この ように,ド

イツ企業においては,人 材 の採用 にあたってある特定の分野についての専 門的な基礎知識 ・能力

を既 に身 につ けてい るこ とが,特 に大学卒 業者(あ るいは博士号取得者)に 対 して求め られてお

り,他 方企業の側で もその能力にふ さわ しい地位 を提供 しているのであ る。 とりわけ,博 十号取

得者 は,採 用時点 において既 に中間管理職 としての地位が与 えられ15,ま た大学卒業者 は就職後

数年の内に中間管理職 に就 くことが一般的な傾 向 として指摘 され得 る16。因みに,ド イ ツの大企

業が大学卒業者であ ることを採用条件 としているのか とい う点については,必 ず しもそ うとは限

らないとはい え,実 力次第 とい う企業において も結果 としては,圧 倒的 に大学卒業者の採用が多

いもの と推察 される。

この ような大学 と企業 との関係 を考 えるにあたって は,見 逃せ ないひ とつの重要 な制度が あ

る。それは,プ ラクテ ィクム(dasPraktikum)と 呼ばれ る企業研修の制度である17。わが国におい

て も最近 では,イ ンター ンシップ とい う名 の下 に大学生 の企業研修 が定着 しつつあ る といえる

が,ド イツにおける企業研 修は既 に社会 的に浸透 した制度 といえるであ ろう18。尤 も,こ れは学

生 に義務付 け られているわけではな く,学 生の 自由な意思によって行われ るものではあ るが,将

来の就職 を真剣に考 える学生 自身に とっては就職先の確保のため,ま た将来の優秀 な人材確保 を

真剣 に考 える企業 にとっても人材発掘のための重要な機会 となっているといえる。つ ま り,プ ラ

クティクムは学生にも企業 にも相互にメリッ トの大 きい制度である といえる。学生にとっては,

この制度の利用 によって さまざまな職種 を経験 することによって 自分の適性 を判断す ることがで
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きるだけではな く,あ るひとつの企業 との関係を深 めることも可能 となる19。この ように,プ ラ

クテ ィクムは学生 にとっては企業における専門的な職種 の具体 的な内容 を体験す る機会であ り,

企業に とっては必要な専 門知識 を身につ けている優秀 な人材 の発掘 に役 立つ機会で ある といえ

る。

この ような大学 と企業 との相互理解 ・協調の下 に,現 実の人材採用 が行われているとして も,

やは り大学教育その ものに対す る企業の期待 は大 きいといわざるを得 ない。 なぜ な らば,前 述 の

ドイツ企業 における採用方針が可能であるための前提条件 は,大 学において十分 な専門教育が行

われていることに他な らないか らである(尤 も,こ れは大学の教育レベルによって企業の採用 レベルが

決まるのか,逆 に後者によって前者が決まるのかという問題を生み出すことになり,延 いては大学の専門教育

のあり方をも問うことになるが,こ こでは両者は相互に作用しあって相乗的に現在の水準に落ち着いていると

いう視点に立脚しておくこととする)。この条件が満た されない場合 には,プ ラクティクム 自体 もそ

の存在意義 を失 うことになるといえよう。

それでは,大 学における教 育,特 に会計分野の教 育 は,そ の専 門性 の高 さを基 準 とした場合

に,企 業 の求 める水準 を満 た しているのであ ろうか。い うまで もな く,大 学 におけ る会計教 育

は,特 定の企業 を前提 としたものではな く,あ くまで も一般 的な会計制度お よびこれを規制す る

会計基準,更 には経営管理のための一般的な各種 の技法 を対象 としている。 これこそが基礎知識

であ り,こ れ を実際に企業 において どの ように活用す るか とい うこ とを経験す る機会 がプ ラク

ティクムの制度 に他 ならない。実際に,企 業の会計部門における業務担 当者は,大 学の会計教育

だけでは実務上 は不十分 であることをロを揃 えて明言 している。 とはいえ,そ れ は大学教育 のレ

ベルが低いこ とを意味 しているわけではない。つ ま り,大 学の卒業者 に対 して期待 されている専

門性 の高 さは,少 な くともこの基礎知識を十分に身につ けてい ることであ り,大 学における当該

分野の修了試験に合格す るか否かの分岐点 もその水準 にある と考 え られ る20。さらに場合 によっ

ては,プ ラクテ ィクムを通 じて習得 した当該企業 における特定の業務 ・職務についての知識 をも

有することが補足 的に求め られるこ ともあるといえるであろう21。

とはいえ,前 述の如 く,プ ラクティクムは任意の制度であることか ら,必 ず しもすべての学生

が これを経験するわけではない筈 であ る。 しか し,現 実の問題 として,企 業は研 修先が 自社であ

ろうと他社 であろうとその ことは別 にして,少 な くともプラクティクムを実践 したことのあ る学

生 を結果 として優先 的に採用 してい る筈 である22。この ことは,プ ラクテ ィクムの未経験者が

(果たしてどの程度の割合であるのかは不明ではあるが)採 用 される(こ の割合 もまた不明ではあるが)可

能性 は極めて低 い ことに通 じる。 この ことが十分に予想 されるか らこそ,学 生 は熱心 にプラク

テ ィクムに時間を費や しているという推論はあながち的外れ とはいえないであろ う。つま り,そ

れほ どにプラクテ ィクムは大学(学 生個人)に とって も企業 にとって も重要 な意味を持 ってい る

筈 である。 この意味において,大 学 レベルにおいても,理 論 と実務 とのいわば二元教育が社会的

システム として成立 し,企 業の全面的な協力(と はいえ企業側にもメリットのあることは既述の通 り)
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の下 に実現 してい るといえるであろう。

人材採用のプロセスが以上の ように特徴づ けられ るとすれば,大 学教育 の担 っている役 割の大

きさは自明であるといえる。 ここにこそ,本 研 究を始めるにあたって大学教育に着 目した理由が

ある。つま り,大 学 と企業が相互 にこの ことを明確 に意識 してい るか否かはともか くとして,あ

くまで も制度上 は大学はいわば(本 来は企業においておこなわれる専門領域の研修の)社 外研修機関 と

して機能 し,企 業はいわば(本 来は大学においておこなわれる実務教育の)学 外教育機 関 として機 能

し,相 互に研修 ・教育機関 として補完 しあっているとい える。これこそが ドイツにおけ る大 学

(特に経営経済学分野)と 企業(特 に経営経済学に関連する部門)と の問の本質 的な関係 といえ るであ

ろ う。

それでは,企 業内部における人材育成は どの ようなプロセスとして特徴付け られ るのであろう

か。 このことが,企 業における会計専 門知識の形成 ・伝承プロセスに大 きく関わる問題であるこ

とはい うまで もない。前述の如 く,現 実には採用時点においてある一定の水準 の専門的基礎知識

が求め られてお り,こ のことは会計担当部門にも会計管理部門にも当てはまる。つ まり,入 社 時

において会計部門 に配属 され る人材 はその道の専 門家 になるべ く既 に会計 の基礎知識(大 学教育

の修了者に期待される程度)を 身 につけてお り,入 社後には これを応用 して業務 をこなす だけで は

な く,他 方では追加的かつ高度 な専 門知識 の習得が求め られることとなる。 この プロセスには企

業内部における研修,あ るいは場合 によっては企業外部での研修が欠かせ ない。 この研修 の実態

は,企 業 によって多種多様であ り,こ こに一律 に言及す るこ とは困難 である といわざる を得 な

い。 しか しなが ら,現 地調査 を通 じて少な くともひとつだけ明らかになっていることは,ド イツ

企業における人材採用があ くまで もスペ シャリス ト(予 備軍 ・候補者)と しての採用 に徹 して行 わ

れてい るとい うこ とである。その ようなスペ シャリス ト(予 備軍 ・候補者)の 育成 に大学(特 に経

済学部)と 企業(特 に会計部門)と の間に見出 される相互依存 ・協力関係が寄与 していることはい

うまで もない。 したがって,会 計専 門知識 の形成 ・伝承のプロセスの起点 は,企 業内ではな く,

む しろ大学に見出 される といえる。

5.会 計部門 にお ける人材 育成 にみ る会計専門知識の形成 ・伝承のプロセス

ーキャリア形成の特徴に関連して一

企業 の会計部門における人材採用が上述 のような仕組みの中でおこなわれてい るとすれば,そ

の後の人材育成は どの ようなプロセスにおいて進め られているのであろ うか。 この問題 を考 える

ためには,入 社後の研修制度 との関連 においての考察が不可欠であるといえる。 とすれば,入 社

後研修が内部研修 と外 部研修 とに分けて検討 されなければなるまい。

とはいえ,実 際に企業 内部 ・外部の研修 は,個 々の企業において区々であ り,極 めて多様であ

る といわざるを得 ない。特定の業種 においては,あ る程度の共通性 を見 出す ことはで きるか もし

れない。あるいは,特 定の職種 についての研修 のあ り方 には一定の共通性 を見 出す ことはで きる
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か もしれ ない。 しか しなが ら,企 業 の業種 の違い,あ るいは企業の適用する会計基準 の違いなど

の個々の企業の事情,更 には欠員 を補充するとい う採用方式を勘案すれば,今 回の現地調査等の

対象 となった企業が決 して多 くはないので,こ こに ドイッ企業の会計部門にあてはまる一般 的な

特性 を抽出 して会計専門知識の形成 ・伝承 のプロセスの一般 的な姿を描 き出す ことは きわめて困

難である。基本的に,大 量 に採用 して一斉に研修 させる とい う方式は,少 な くとも ドイツ企業の

会計部門には全 く適合 しない といえる。つ まり,そ こには個別対応以外 には有効 な方法 は見 出さ

れないのである。

内部研修 の代表的な方法 としてOJTが 見 出 され得 る。 この方法 は実際 に ドイツ企業 において

も,も ちろん会計部門において も用 い られていることはいうまで もない。実際 には,担 当業務 に

必要 な知識 ・能力は,日 々の実務 を通 じて蓄積 されてい くことになる ものの,個 人の知識 ・能力

の レベルに応 じてOJTの あ り方 も多様 にならざるを得 ない。 とはいえ,一 般 にはあま り複雑で

はない ような業務を新人に任せ るという方式が通例であるといえるであろ う。要す るに,日 常の

業務 をこなし,経 験 を積 み重ねることによって,知 識 ・能力が高め られるのである。 もちろん,

その際には,先 輩 ・上司の指導 ・教育がお こなわれることが通例であるといえる。つ まり,経 験

年数が長い同僚か ら新人が業務 を習 うこ と,あ るいは上司か ら業務を習 うことは ドイツ企業にお

いても当然見 出される現象である23。したがって,こ こにひ とつの会計専 門知識の伝承 のプロセ

スを見出す ことがで きるとい える。

尤 も,前 章 に既述の ように,大 学卒業者に対する企業側の要求する知識 ・能力 レベルは決 して

低 くはないので,少 な くとも入社 に至 っているか らには新人 といえ ども基本的 な当該職務遂行能

力 はあるもの とみなされてい る筈である。例 えば,BMWの 場合 には,監 査部 門のス タッフに必

要な能力 として,1つ 以上 の外国語実用能力,異 文化への適応能力,長 期の業務 出張 ・チーム業

務 をい とわないこと,分 析的 な思考能力お よび責任の 自覚 と守秘が求め られている。 これ らは,

当該業務への適性 および個人の性格 に多分に依存す るような能力ではあるが,こ のような能力の

有無 もまた採用時には判 断されているのである。 したがって,大 学卒の新人 な りにも即戦力 にな

ることが期待 されてい るとすれば,入 社直後の人材 に対す る研修 としては,と もか く実践あるの

み とい うことになる。 もちろん,こ の他 にも内部研修 としては,企 業側か ら提供 される もの もあ

れば,自 己研修 とい ういわば自習形態 の もの も顧慮 されねばな らない。

例 えば,Henkel内 部の研修制度 ・機 関である 「HenkelGlobalAcademy」 では,表1の ような

会計専 門職のための研修機会が提供 されている。 この ようないわば公的な機会 に頼 るだけではな

く,必 要 に応 じて専 門書等 によって 自習することは新 人に限 らず どの レベルにも必要であ り,場

合 によっては企業外部の研修機 関を利用することもあろう。 この場合 にも,企 業側が提供する も

の と自発的 に各 自が習いに行 くもの とがある。大学卒業者の場合には,当 然管理職候補 として採

用 されてい ると考え られることは,前 掲の面談者 の経歴 を見れば十分 に推察で きることである。

とす れば,彼 らにとって当面必要な研修 は,現 在 の自分の担 当 している専 門領域 をよ り一層深
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表1.Henkelの 専門i家育成のための研修 〔国際財務 ・会計ゼミナール〕の概要

対 象 Controlling部 門 の管理職

参 加 要 件 (1)原 価 会計,Controlling,財 務 に関す る基礎 知識 を有 す るこ と。

ただ し, 予備知識のない参加者は事前に一日集中ゼミナールに参加す るこ

とによって準備することができる。

(2)参 加候補者は,直 属の上司によって指名される。

内 容 HenkelGrobalAcademyとControllerAkademieと の 共 同 開 催 に よ っ てtこ

の ゼ ミナ ー ル は,Henkelの 管 理 職 に は直 接 的 に役 立 つ 。取 り上 げ られ る

テ ー マ は, 会計 シス テム,監 査,管 理 会計,内 部利 益 計算,キ ャッ シュ フ

ロー分 析, さ らには,資 産評 価,株 主価 値,コ ス ト ・ドラ イバ ー 分析,バ

リュー ・チ ェー ン分析 な どで あ る。 これ らは,主 と してHenkelグ ル ープ で

の事例 に基づ くケ ース ・ス タデ ィー,シ ミュレー ションによって具体 的 に説

明 され る。

時 期 秋期

期 問 3日 間

場 所 Dusseldorf

料 金 約10万 円

め,更 に拡大 してい くことと,管 理者 としての必要な能力 ・知識を養い,自 信 を深めることであ

り,こ れが企業に とって も最 も望 ましいことといえる。そのためには,前 掲の ような下級管理者

に対する研修 では リーダーシップ ・トレーニングが中心 となるのであるが,こ の段 階において会

計専門知識 もまた形成 ・伝承 されているといえる。

一般 に
,会 計部門の責任者の階層構造は,最 高責任者である財務 ・コン トローリング担当の取

締役 を頂点 として,そ の下 には管轄部 門の責任者,更 にその下には各領域の責任者,更 にその下

に各主要 区分領域 の責任者,小 区分領域の責任者,そ して場合 によってはその下 にその副責任者

というような管理職のヒエラルキーが形成 されているといえる。DaimlerChrysler,Volkswagen

お よびBMWの3社 の取締役 について,特 に会計部 門に所属 した経験 のある場合 に,ど の よう

な経歴 を有するのかを図式化 してみる と図6の ようになる。因みに,3社 の取締役 の会計 に関連

す る担 当領 域 を比 べ てみ る と,DaimlerChryslerで は 「Finanzen/Controlling」,Volkswagenで

は 「Controlling/Rechnungswesen」,そ してBMWで は 「Finanzen」 となってい るものの,こ の

相違が経営組織 にのみ起因 しているわけではな く,各 取締役の専門領域(こ れまでの経歴)に も起

因 していることが看過されてはならない。 したがって,担 当領域の振 り分けは個人の経歴 ・能力

に依存 してい るといえる。また,任 期の終了等 によって退任 した後の,補 充人事 に関 して も必ず

しも直 ちに補充がお こなわれるわけではない。 したが って,あ る領域部局の最高責任者が取締役

会 には名 を連ねず に,形 式上 はその担当者が欠 けているという場合 もある。 その際 に,形 式上 の

責任者が代表取締役であるとして も,実 質的にはその領域部局の責任者 に権 限の委譲はおこなわ

れているものと推察 される。
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図6.三 大 自動車 メ ーカー にお ける会計部 門の昇進 ルー ト

BMWの 場合

代表取締役
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同 財務担当〔3年〕

t

本社取締役 人事 ・福利厚生,情 報処理担当〔3年〕
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子会社(米 国)社 長 〔3年〕

1

本社 コンッェルン計画部門責任者〔3年〕

(これ以前の経歴は不明)

1
大学卒 ・博士号取得

本社取締役 財務担 当

r

本社 欧州地域販売責任 〔1年〕

r

同社 社長〔3年〕兼本社北南米地域責任者〔2年〕

1
同社 財務部門総括責任者〔2年〕

r

子会社(米 国)財 務部門領域責任者 〔1年〕

r

本社Controlling部 門副責任者〔6年〕

1
大学卒

DamlerChryslerの 場 合

本社取締役 兼子会社代表取締役

↑

同社代表取締役 〔5年〕兼子会社代表取締役

t

子会社(国 内)取 締役〔1年〕財務 ・Controlling担 当

1

子会社(海 外)取 締役〔1年〕財務 ・Controlling担当

r

本社プロジェク ト別責任者 ・各種の管理職 〔12年〕

1

大学卒 ・博士号取得

同 財務 ・Controlling担 当

1

同 財務 ・人事担 当〔2年〕

1

同 人事担当兼子会社代表取締役 〔5年〕

1

本社取締役 人事担 当〔5年〕

1

本社取締役代理 人事担当〔2年〕

1

本社人事 ・福利厚生部門責任者〔5年〕

1

各種管理職〔8年〕

↑

大学卒 ・弁護士資格取得 ・博士号取得

Volkswagenの 場 合

本社取締役Controlling・ 会計担当

1

他の株式会社 〔7年〕最終的には代表取締役

1

他の株式会社 社長〔4年〕

1
他の有限会社 社長〔3年〕

1
BMW〔8年 〕最後はコンッェルンControllingの 責任者

1
大学卒

本社取締役Controlling・ 会計担当 名誉博士号取得

1

(VWブ ランド)取締役Controlling・ 会計担当〔2年〕
1

コンツェルンControlling部 局の責任者 〔1年〕

1

(VWブ ランド)利 益分析部局の責任者 〔1年〕

1
コントローラー投資計画 ・分析部門の責任者〔2年〕

↑ 兼子会社(海 外)財 務分析コントローラー

投資/財 務 ・投資計画部門の責任者〔9年〕

1

財務総合計画の責任者 〔数 ヶ月〕

t

投資計画 ・管理の責任者 〔9年〕

1

財務領域のさまざまな業務 〔13年〕

丁

事務職員〔17歳〕
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一般 に
,大 学卒業者の場合 には管理者の ヒエ ラルキーの最 も下 の地位 が与え られ ることにな

り,博 士号取得者の場合には,そ のひとつ上 の地位が与え られているようである。 この ような階

層構造の中で,ス ペ シャリス トとしての地位 を固めていかなければな らない宿命 を負 う大学卒業

者に とっての,典 型的な昇進のパ ター ンは,特 定の小区分領域 の責任者(Leiter)に な り,そ の上

の各主要区分領域の責任者(Abteilungsleiter)と な り,更 に各部 門の責任者(Bereichleiter),そ して

部を統括す る責任者(Ressortsleiter)と な り,取 締役 を目指すこととなる。その際に,そ れぞれの

レベ ルに応 じて必要 とされ る知識 ・能力,資 格 要件 には相違 があ り,例 えば,Volkswagenで

は,小 区分領域の責任者には職業訓練教育 と付加的な職業教育が要件 とされているが,も う一・段

階上位の レベルで は,大 学卒業が要件 のひとつ となってお り,更 に加 えて企業内での評価が重要

視 されている。 もちろん,そ の上 のレベ ルで も同様の要件が設定 されてお り,企 業内での評価基

準は より一層高 くなるとのことである。

より上位 を目指すためには,自 発的な研修 を心がける ことが肝要であ り,そ のため には研修機

会 を最大限に活用す ることが管理職 にとっての暗黙の了解事項 とい える。要す るに,会 計部門に

おけるよ り一層 高次のスペシャリス トの育成 を 目指 して各 自が社内 ・外での研修 に積極 的に参加

して 自らを研鐙 してい くという姿勢が一貫 して貫かれてお り,こ の点に関 しての企業 と個人 との

意思は完全 に一致 してい るといえるのである。

これ までの検討か ら明 らかな如 く,ス ペ シャリス トとい うキ ャリア形成の過程 の中で,管 理者

の ヒエ ラルキーにおける上下の コミュニケー ションを通 じて会計専門知識の形成 ・伝承 はお こな

われている ものの,自 発的 ・主体 的な自己研鐙 を通 じてのその形成 ・伝承のプロセス もまた見 出

される といえる。

6.大 学 における コス ト・マ ネジメ ン ト教育 と企業におけるコス ト・マネジメン ト

これまでに述べ てきたように,人 材採用 ・育成 に関 して大学 と企業 との問に多分 に相互依存 の

関係が見出 されるとすれば,管 理会計領域の知識形成 ・伝承のプロセスに関 して もその ような関

係 は見出 される筈であろう。 しか しなが ら,か つ て管理会計 の領域 において 「有用性 の喪失」24

が明言 されたことによって,こ の領域 におけるその後の研究の課題 ・方法は大 きく変化 したとい

えるであろ う。 このことが米国のみに止ま らず他の国々における当該領域の研究のあ り方 にも波

及 したことは,そ の後の研 究動向か ら容易 に推察 され得 る。 もちろん,こ の ことは原価計算の領

域25に おいて も同様 にあてはまる。つ まり,原 価計算 の伝統的な方法による原価情報の有用性が

少 なか らず失 われたといえるのである。

一般的 にその決定的な原因 として
,企 業の戦略志向が強 くなってきてお り,そ のため には長期

的な視点 に立脚す る必要があ り,戦 略選択の際に原価計算の結果 としての原価情報による一層の

支援が求め られるようになって きているに もかかわらず,そ のような戦略選択 に有用 な原価情報

の提供 な らびに原価 の透明性 の維持が十分 になされているとはいえない とい うことが指摘 されて
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いる26。更には,ITに 代表 されるような新 しい技術の導入お よび企業再編 ・改革に起 因する経営

組織 の変化,資 本市場 における企業評価尺度の変化,企 業活動のグローバル化の傾 向,競 争の激

化 というような外的 ・内的要 因も無視 されてはならない ことはい うまで もない。 このような多様

な変化 ・改革の波 は,原 価構造,企 業の組織構造,更 には経営 目的 にも変化 を もた らしてお り,

これに適応で きていない伝統的 な原価計算は前述の ように有用 な原価情報の提供 ・原価 の透明性

の維持 とい う観点か らその役割 を十分には果た していない とみなされてい るのである。

要す るに,伝 統的な原価計算 による原価情報 は 「言明不足」27に 陥っていると言わざるを得 な

い。 この背景 には,原 価計算 とい う昔なが らの手段 は変化 していないに もかかわ らず,目 的は時

代 とともに変化 し,多 様化 して きてい るという,い わば 目的(期 待されている役割)と 手段(伝 統

的な原価計算)と の不整合が発現 してい るといえるであ ろう。 もちろん,こ の こ とに よって伝統

的な原価計算それ自体 の存在意義が些か も損なわれるものではない ものの,そ の不整合の解消 は

避けては通れない問題 である といわねばなる まい。つ ま り,現 実の企業の原価計算領域 あるいは

管理会計領域における新たな 目的に最適の手段 をあてはめることによって 目的と手段 との整合性

が図 られることになるのである。

その際 伝統 的な原価 計算 とい う既成の技法 に改良 を加 えるとい う方法 もひとつの選択肢 では

ある ものの,前 述の如 く伝統的な原価計算には本来の 目的があ り,そ の 目的にとっては最適の手

段 として機能 している とすれば,こ れに手 を加 えることはその本来の 目的 と手段 との関係 を断ち

切 って しまうことを意味す ることとなる。 したが って,こ の方途 は,望 ましい もの とはい えな

い 。

それでは伝統的な原価計算の技法 にこの新 たな役割が期待で きない とすれば,そ の ような不整

合 を解消 し,原 価情報の 「言明不足」 を補 うような役割 は何に期待 されるべ きであろうか。これ

までとは異なる新たな目的の達成のためには,こ れに最適 な新 たな手段 が考案 され なければなる

まい。 ここにこそ,原 価計算領域延いては管理会計領域 にお ける新 たな手段(つ まり新たな技法)

の生 まれ る余地が あるといえるであろう。 とはいえ,こ こに新 たな手段 を考案 す るには及 ばな

い。そのような新たな手段 は既 に存在 していると考 えられるのである。中でも着 目すべ きは,コ

ス ト・マネジメ ント28と呼 ばれている領域における各種 の技法である。 しかも,米 国 を中心 とす

る英語圏お よびその影響 を強 く受けているわが国ではな く,原 価計算領域 において長 きにわたっ

て伝統的方法を堅持 しつつ比較的独 自の発展 を遂 げて きた ドイッにおいて も,こ の コス ト・マネ

ジメン トと呼ばれる領域 が存在 しているとす れば,当 然 のことなが らと りわけ ドイツにおけるコ

ス ト・マ ネジメン トの技法が最大の関心事 とな りうる筈である。つま り,ド イツにおいて も原価

計算 という手段 とこれ に対す る新たな役割 という目的 との不整合の問題が生 じて きていると考 え

られるのである。 したがって,こ の ような観点か ら,ド イッにおけるコス ト・マ ネジメ ントに関

す る知識の形成 ・伝承 のプロセス を考えてみ ることがここでの課題 となる(と はいえ,コ ス ト・マ

ネジメントの範躊に関しては必ずしも一・義的に理解されているわけではないので,こ の点についての検討は別
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の機会に誰ることとして,こ こではこれを広 く捉えて原価管理あるいは費用管理に関連すると考 えられるあ ら

ゆる技法を含めてお くこととする)。

そ こで,こ こで は特 に大 学 にお け る コス ト ・マ ネ ジメ ン トにつ い て の社 会 人教 育(こ れ もまた

社外企業研修の一一環 としてとらえることができる),大 学 に お け る学 生対 象 の コス ト ・マ ネ ジ メ ン トの

実践 教育,大 学 テキス トレベ ル の コス ト ・マ ネ ジメ ン トの内容,更 に は実際 の企 業 にお け るコス

ト・マネジメ ン トの実情 を概観す ることに よって,コ ス ト ・マネジメン トに関す る専 門知識の形

成 ・伝承のプロセスを大学 ・企業関係の中で考察 してみなければなるまい。

まず,大 学における社会人教育 には,講 演会r1回 限 りのセ ミナーな どの方式 と期 間を定めて

その期間内に集中的に講義 ・演習がおこなわれた り,適 当な間隔 をあけて複数の段 階毎 にテーマ

を設定 してひ とつずつのテーマについてその都度講義 ・演習がお こなわれた りす る方式が採用 さ

れているようである。いずれに して も,テ ーマは最新 の ものであ り,例 えば,ミ ュンス ター大学

のA仕er4Work-Seminareで は 「ベ ンチマ ーキ ング と競 争分析」 とい うテーマの講座 が1日 限 り

〔4時間〕iで開講 されていた り,ボ ッフム大学の社会人教 育講座 では 「プロセス指 向のプロジェ

ク ト ・マネジメン ト」 とい うテーマの講座が10ヶ 月(た だし,5つ の段階が区分されており,各 段階

に通常は3日 間が割り当てられており,場合によっては3日 間を2回 というような段階もあるので,全 体とし

ては約17日 剛 にわたって開講 されている。他大学 において も,同 様 の社会人教育 のためのプロ

グラムはある ものの,管 理会計領域 に関連す るテーマが どこでも開講 されているわけではない。

そ こで,こ こではまず,ミ ュ ンスター大学の協力の下にBaetge教 授が 中心 となって設置 され

た 「企業計算セ ンター(CentrumfurUnternehmensrechnung:以 下CURと いう)」29を 概観 してみ るこ

ととする。 これは大学の教育課程 とは別に設置 された機関ではある ものの,そ の本部 は,大 学内

に置かれている。 教育ス タッフは,主 催者である同教授 の外 に,経 済学部 の教 授2名(Wartin

教授 〔企業計算 ・課税研究室の責任者:弁 護士 ・税理士の資格を有する〕とBerens教 授 〔Controlling講座の

責任者〕)に よって構成 されている。その教育 目的は,高 度な専門家 をゼネラリス ト(経 営経済的な

計算システムおよびこれを基礎とする各種の手法3。によって企業の課題を非常に効果的に片付けることができ

る人材を意味している)に 育て ることである。 ここにい う高度 な専 門家 とは大学において経済学部

以外の学部の課程 を修了 した人 々を意味 してお り,具 体的には理学 ・工学系 あるいは法学部出身

の当該領域 の専門家であ り,彼 らに特に経営経済学の素養を身 に付け させ ることが この教育機 関

の 目的 ζいえる。そのため には,実 務 に有用 なControllingお よび会計領域 の知識 を集中講義方

式 によつて身につ けさせ るとともにこれを事例 に基づいて深め させてい くような講義がおこなわ

れ,受 講者 は,こ の知識 の獲得 によって,自 己の業務遂行能力 を向上 させ,業 務遂行 プロセスを

迅速化するこ とがで きる ようになるのである31。したが って,こ のCURの 現行講座 は,管 理職

のための自己啓発 ・知識拡充 プログラムである といえる。

そのプログラム において,こ こでの関心 は,第1モ ジュール 〔3～4日 継続す る一連 の講義 を

この ように呼ぶ〕 にある。そこでは,経 営経済学の計算 システムを概観 した後 に,原 価計算 ・コ
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ス ト ・マ ネ ジ メ ン ト,Controllingの 基 礎,さ らに は そ の様 々 な手 法 ・形 態,バ ラ ンス ト ・ス コ

ァ カー ドに 関す る講 義 がお こなわ れ る。 つ ま り,こ こに有 職 者 を対 象 とす る社 会 人教 育 に お ける

既存 の コス ト ・マ ネ ジメ ン トにつ い ての知 識形 成 ・伝 承 の社 外 プロセ スが 見 出 され るの で あ る。

次 に,大 学 にお ける学 生 を対象 とす る コス ト ・マ ネ ジ メ ン トの実 践教 育 の具 体例 を概 観 して み

る こ とにす る。 大 学(厳 密には個々の研究室)に よ って は企 業 との共 同研 究 に 熱 心 な と こ ろが あ

り,と りわ け シュ トゥ ッ トガル ト大 学 のHorvath教 授 の研 究 室 で は ゼ メ ス ター 毎 に 「SAPR/3

に よる連結 手 続 きの演 習」 とい う名 の 実 習講 義が 開講 され てお り,週 に2回 平 行 して各2時 間 実

施 され て い る。参 加 者 は各 回14名(し たがって全体 として28名)に 制 限 さ れ てお り,希 望 者 が 多

数 の 場 合 に は抽 選 に よっ て参 加 者 を決定 してい る。 このSAPR/3は,ド イ ツで も有 数 の企 業 で

あ るSAP32の 主要 製 品 の ひ とつ で あ り,汎 用性 の 高 い基幹 業 務統 合 シス テム の一種 とい え る。 つ

ま り,ERP(enterpreiseresourcesplanning)の 代 表 的 な具体 例 であ る。 したが って,こ の よ うな情

報 シス テム の導 入 は,コ ス ト ・マ ネジ メ ン トに とって も有用 であ る とい え る。確 か に,こ の講 義

の内容 は上 記 の よ うに限定 され て は い る もの の,こ の実 習 講 義 は,「SAPと の共 同研 究 に よ るマ

ルチ メデ ィア ・プ ロジ ェ ク ト」 とい う も うひ とつ の 演 習 講義 と連 動 して お り(少 な くと もHor-

oath教 授 は両 方 に参加 す る こ とが 望 ま しい と考 え てい る よ うであ る),こ れ が 企 業 との共 同研 究

の機i会 となっ てい るの で あ る。 この 「マ ル チ メ デ ィア ・プ ロ ジ ェ ク ト」 の 目的 は,SAPR/3の

新 しい要 素 とな る部 分 につ い て の機 能 をテ ス トす る こ と と場 合 に よって は改 善提 案 を共 同 して作

り上 げ る こ とにあ る。 したが っ て,こ の 場合 には,コ ス ト ・マ ネ ジメ ン トに役 立 つ と考 え られ る

ERPの 実 習 ・機 能 テ ス トの機 会 を設 け る こ とに よっ て,実 務 上 用 い られ て い る情 報 シス テ ム を

実 際 に体験 し,そ の機 能 を確 認 す る こ とを通 じて部 分 的で はあ る ものの コス ト ・マ ネ ジメ ン トに

つ い て の最新 の知識 形 成 ・伝 承 の社 外 プ ロセス が見 出 され るので あ る。

そ れ で は,大 学 の講 義 内容 あ るい は講 義用 テキ ス トで は,コ ス ト ・マ ネジ メ ン トは どの よ うに

論 及 されて い るの であ ろ うか。 前 述 の ように,ド イ ッにお い て は コス ト ・マ ネジ メ ン トは,古 い

よ うで新 しい テ0マ とい える。 つ ま り,古 くは1961年 にMellerowicz教 授 が 来 日 した 際 に 「コ

ス ト ・マ ネ ジメ ン トの 理論 と実 践 的技 術 」 とい うテー マ に よる講演 を国 内数 ヶ所 で実施 した こ と

が あ り,当 時 の西 ドイ ツにお け る最新 の 理論 が紹 介 され てい るの で あ る33。 とは い え,当 時 の 西

ドイ ッにお い て は コス ト ・マ ネ ジ メ ン トとい う概 念 は未 だ一般 的 で は なか った筈 であ り,そ の こ

とは,そ の 頃 あ るい はそ れ以 降 の専 門領 域 の各種 の辞 典 を見 れ ば 自明で あ ろ う34。 大学 の講 義 用

テ キス トの タイ トル に コス ト ・マ ネ ジメ ン トとい う用語 が 用 い られ る よ うに なっ たの は比 較 的最

近 の こ とで あ る。 した が って,大 学 教 育 の レベ ルで は コス ト ・マ ネ ジ メ ン トをひ とつ の 主 要 な

テ ーマ と して取 り上 げ る こ とが最 近 の傾 向 と して指摘 され るであ ろ う。

こ こで は,典 型 的 な事 例 と してベ ル リー ン ・フ ンボ ル ト大 学 のSiegel教 授 の コス ト ・マ ネ ジ

メ ン トの講義 を取 り上 げ る こ と とす る。 同教 授 の講 義概 要 は次 の とお りで あ る35。

1.生 産 関連 コス ト ・マ ネ ジメ ン ト
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1.1.価 値 分析

1.1.1.価 値 分 析 の方 法 につ い て

1.1.2.価 値 分析 の実務 へ の応 用

2.目 標原 価 管理

2.1.目 標 原価 管 理 の理 論 的評価

2.2.生 産 関連 目標 原 価 の確 定

2.3.目 標 原価 形 成 の手段

2.4.実 務 へ の応用 と批 判 的 評価

3.プ ロセス 原価 計算

3.1.プ ロセ ス原価 計 算 の理 論 的評価

3.1.1活 動基 準 原価 計 算

3.1.2.Horvath等 に よる プ ロセス原 価 計算

3.2.プ ロセ ス原価 計 算 の適用 条 件

3.3.プ ロセ ス原価 計 算vs.限 界計 画 原価 計 算

4.原 価 計算 と環境 志 向 コ ン トロー リ ング

4.1.原 価 計 算 の環 境 関連 区分

4.2.環 境 報 告 書

4.2.1.目 標 設定

4.2.2.資 材/エ ネルギ ー ・フ ローの写 像

4.2.3.査 定評 価

5.LSPに よ る公 的 な受 注 の計 算

5.1.原 則 と規定 上 の定 め

5.2.計 算 の 単一 性

5.3.価 格 審査 と確 認 審査

この講 義 で は,使 用 文献 と してCoenenberg教 授 の 「KostenrechnungundKostenanalyse第3

版 〔1997年 〕」,Schweitzer/Kupper両 教 授 の 「SystemderKosten-andErlosrechnung第7版

〔1998年 〕 お よびBurger教 授 の 「Kostenmanagement〔1994年 〕」 が 指 定 され て い る。 こ れ らの

出版年 か ら明 らか な よ うに,い ず れ も決 して新 しい書 物 で は ない。 最初 の 文献 は,2003年 に第5

版 が 出版 され て お り,最 後 の文 献 もまた1999年 に 第3版 が 出版 され,2番 目の 文 献 は版 は 同 じ

で は あ るが2003年 に も出 版 され て い る。 これ らの 文 献 の 中 で はBurger教 授 の 著 作 に は コス

ト ・マ ネジ メ ン トが書 名 に用 い られて い るの で,そ の文献 の 内容 と上 記 の講 義 内容 と を比 べ てみ

る と,そ の著作 に は含 まれ てい るベ ンチマ ー キ ング とゼ ロ ・ベ ース計 画 とが講義 概 要 に は盛 り込

まれ てい ない よ うで あ る。前 者 を新 た な コス ト ・マ ネ ジメ ン トの手法 と見 なす のか否 か につ いて

は と もか く,後 者 は い わば伝 統 的 な コス ト ・マ ネ ジ メ ン トの手 法 とい え るであ ろ う。 この よ うな
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視点でみれば,比 較的新 しいコス ト ・マネジメ ントの手法(価 値分析は一般に伝統的な手法とみなさ

れるのでこれを別にすれば)を 講義内容 に取 り入れているといえるであ ろう。 この ような内容は,

別の コス ト・マネジメン トの文献 をみて も,お およそ共通事項 と見 なされる内容 はほぼ一致 して

いるといえることか ら,ど の手法 に焦点 を当てるのか,あ るいは どの手法 を省略するのか とい う

判断に個 々の講義の特徴が見出されるものの,大 学 レベ ルにおけるコス ト ・マネジメ ン トの講義

のほぼ平均的な内容 を示 しているといえるであろ う36。これ らの内容が大学の講義において取 り

上 げ られているとす れば,こ こにもまたコス ト・マネジメン トに関す る新 旧の知識形成 ・伝承の

社外 プロセスが見出されるのである。

最後に,実 際の企業 におけるコス ト ・マネジメ ン トの実情 を概観 しなければなるまい。 とはい

え,コ ス ト ・マネジメ ントのあ り方は,事 前 に予想 された如 く企業によって千差万別であ り,し

か も各種 の情報 システムとして構築 されていることもあ り,今 回の調査では実際に個々の企業 に

おいて利用 されている情報システムと大学等 の講義 レベル ・内容 との間の繋が りを明 らか にす る

には至っていない。つま り,コ ス ト ・マネジメ ントに関する知識の形成 ・伝承の企業内部のプロ

セスを解 明す る段階には未だ到達 していない といわざるを得 ない。 したがって,こ こでは少な く

とも調査対象 となった企業 における実際の コス ト ・マネジメン トがSAPの 提供す る情報 システ

ムに大 きく依存 していることを指摘するに留めてお くこととする。

7.結 び に代 えて

これまでの検討 では,ド イツ企業における会計専門知識の形成 ・伝承 のプロセスを大学 と企業

との接点 に着 目することによって,人 材採用 ・育成,社 内 ・社外研修,大 学の講義 ・社会人教 育

の視点か ら考察 した。尤 も,ド イツ企業の研修実態 に全体 として言及す ることが現時点では困難

であるとはいえ,も ちろん個 々の企業 における内部研修 一特 に会計部 門における内部研修 一のあ

り方 を丹念に調査 し,そ の結果を比較 ・検討することに よって,ド イツ企業 における会計専 門知

識 の形成 ・伝承のプロセスの一般的モデル を抽出す ることは可能であろう。本研究はまさにこの

目標 に向か って進行 中であるといわねばならない。

しか し,本 研究に着手する際に措定 した二つの仮説,つ まり 「大学 の教育 システムおよび社会

に供給 される大学新卒人材への企業の期待度について日独間には決定 的な相違があると考 えられ

るので,企 業内の人材採用 ・育成の基本原理は全 く異 なっている筈 である」 とい う仮説 と 「個 々

の企業 において創出 ・形成 された固有の専門知識 と技法は,当 該部門の共有財産 として伝承 され

ている筈 であ る」 という仮説の うち,前 者 についてはその蓋然性 を相 当程度 に高めることがで き

たのではなか ろうか。後者については,よ り一層の調査 ・比較研究が必要であ り,現 時点ではそ

の蓋然性 については未だなお不分明 といわざるをえない。いずれに して も今後の検証 によって,

日独 の企業 内部における会計 に関す る知識 と技術の形成 ・伝承の過程 にみ られる相違性 と共通性

とが解明 される筈である。
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本稿 では,主 として大学 と企業 との関係 に焦点が当て られているので,専 門単科大学 と企業 と

の接点については,検 討されてい ない。あるいは職業学校 と企業 との接点 について も,二 元教育

の有用性 も含めて検討 してみる必要があるか もしれない。その際には,こ れ らの教育機 関 と企業

との関係は,大 学 と企業 との関係 とはまた異なる視点か ら検討 してみることが必要 であろうと推

察 される。なぜな らば,ド イツ企業,特 に大規模企業の会計部門の場合 には,学 歴 の程度が相 当

に大 きな意味 を有す ると考え られ るか らであ る。 もちろん,前 掲 図6に お けるVolkswagenに 見

られるように,大 学 に進学す ることな く,実 務上の経験 ・研修を経て取締役 にまで昇進す る事例

もあ るものの,ど ち らか といえば大規模企業 においてはこの ようなケースは稀 であ り,新 規採

用 ・中途採用にかかわ らず大学卒の意味 は大 きい とい えるであろう。つ まり企業での採用 ・昇進

は,個 人差 が当然 あるとはいえ学歴(も ちろん,そ の後の実績はいうまでもないが)に 応 じておお よ

その振 り分けがお こなわれている といえるのである。 このような学歴 を基準 とするような採用 ・

昇進が主 としてお こなわれている とすれば,大 規模企業 を考察の対象 とする限 りにおいては,専

門単科大学お よび職業学校 と企業 との関係 は,そ れほ ど大 きな意味 を持 たない といえ るであろ

う。 とはいえ,こ れ らの検討を侯 って,初 めて企業 とこれ との接点 を有す る教育機 関 との関係 の

全体像が会計専 門知識の形成 ・伝承 とい う視点か ら解 明されることとなる とすれば,こ れ もまた

残 された課題 といわねばなるまい。 また,こ こでは会計専門知識を構成す るひ とつの分野 として

コス ト・マネジメ ン トを取 り上 げた ものの,実 はこの コス ト・マネジメ ン トという概念 自体の検

討,そ して この体系の中に属す ると考 えられる個 々の具体 的な技法 についての詳細 な検討 も,更

には財務会計領域の専門知識 あるいは会計監査領域の専門知識の形成 ・伝承 のプロセスについて

の検討 も残 されてい ることを指摘 しておかねばなるまい。

注

1大 学 の内部 にお い てはInstitutとSeminarとLehrstuhlと の 問 には何 ら相違 は ない(相 違 が あ る とす れ

ば,む しろ責任 者 たる教授 の財 政面で の力 量 の差 であ り,こ の違 いに よって助 手(wissenschaftlicherMi-

tarbeiter)の 数 に は大 きな差 が生 じる こ ととなる〉 といわ れて い る ものの ,社 会 的 にはInstitutの 方 が高

く評 価 される傾向が ある とのこ とであ る。 ミュ ンス ター大学 の経済学部 にお いては,経 営 経済学 の分野で

は8つ のInstitutと6つ のLehrstuhlが そ れ ぞ れ 独 立 し て 設 置 さ れ て お り,お お よ そ3つ のInstitut/

Lehrstuhlが ひ とつの領域 を形成す る ような構 造 になって いるが,経 済情報 学 の分 野で は,4つ の講 座 と2

つ の専 門領域 とが一緒 に なってひ とつのInStitUt(同 じ くInStitUtで はあ るが この場合 には 「研 究所」 とい

うべ きか)の 構 成要 素 とな ってお り,類 似す るい くつ か のLehrstuh1を 統 合 して ひ とつ のInstitutを 形 成

す る よ うな事例 は他 大学(例 えばハ ノー ファー大 学 のKirsch教 授 は,自 分 のLehrstuhlの 責 任 者 で あ る

と同時 に 自分 を含 む3つ のLehrstuhlを 統 合 す るInstitutの 主 任 教授 も兼任 して いる)に お い て も見 出 さ

れ る。

2同 大学 の経済 学部 は,3つ の専 門領域 に よって構 成 されてい る。最 も学生 数の多 い経営 経 済学専 攻 の課

程 には,14名 〔現在1名 欠員 中〕 の教授 と66名 の助 手が属 し,更 には各研 究室 ・講座 がそ れぞ れ個 々に

必要 に応 じて非常 勤講i師を依 頼 して各 種 の講義 が 開講 され て い る。 この課程 に在 籍す る学 生数 は3600名

余 りであ り,こ れは経済学部 の学生全 体の6割 強 に相 当する。
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3同 教授の後任には2003年 よ り,Quick教 授が就任 している。Baetge教 授 は,講 義か らは離 れた もの

の,退 任時に残っていた助手達 と 「TeamBaetge」 を発足 させて,彼 らがすべて博士号の学位 を取得する

までは,大 学に留 まり,彼 らに対する教育活動を継続すると共に,大 学 との連携によるMBA講 座 の開

設,学 外での講演活動 経営 コンサルテ ィング活動にも取 り組んでいる。

4同 大学の経済学部は,本 来の経済学(経 営経済学を含む)と 工学系の経済学 という二つの専 門領域に分

けられている。学部全体 として約2,800名(う ち経済工学専攻は約160名)の 学生が在籍 し,22の 研究

室(講 座)が 開設されている。

5同 校には全体 として約3,XOO名(う ち約2,800名 が学部 レベル,残 りが大学院レベル)の 学生が在籍 し

ている。この種の学校の特徴は,企 業における専門的な職業訓練 と専門単科大学での学問教育とが結合 し

た 「共同教育課程」に見出される。この課程は,3年 半で修了することが可能であり,そ の際には学校 に

よって授与 される学士(専 門単科大学)の 称号 と商工会議所 によって認定 される事務員の資格(lndus-

triekaufinann/frau)と いう称号 を同時に得ることがで きるとのことである。因みに,経 営経済学 を専攻

し,学 士を目指 している学生は70名 程度 ということである。卒業後の進路は,個 人の能力によって極め

て多様化 してお り,就 職先の企業規模 も区hで あるとのことである。

6因 みに,Audiも 同様に 「Finanz」に統一されている。

7例 えば,Porscheで は公表不可 とい う対応が見 られた。

8こ の資料 は,BMWのKonzernrevision(企 業集団の内部監査)の 開発 ・製造 ・IT部 門のLeiter(責 任

者)で あるThomasBurger氏 より提供を受けた ものである。

9こ の資料 は,VolkswagenのRechnungswesenKonzern(企 業集 団の連結 会計)部 門のLeiter(責 任

者)で あるFriedhelmLott氏 より提供を受けたものである。

10こ の資料は,DaimlerChryslerのCorporateAudit(内 部監査)部 門のVicePresident(統 括副責任者:

とはいえその時点ではPresidentは 空席になっていたので実質的には統括責任者 といえる)で あるHuber-

tusM.Buderath氏 より提供 を受けたものである。なお,同 氏は 「ドイツ内部監査協会(DeutschesInsti-

tutfiirInterneRevisione.V.」 の会長職 も兼任されている。

11Burger氏 の資料によれば,同 氏の所属する 「企業集団の内部監査」部門のスタッフの平均年齢 は37歳

であり,8年 前に比べて5歳 若 くなっている。同部門における,平 均勤続年数 は約4年 とのことである。

12BMWで は,監 査 の対 象 は,プ ロセ ス(50%),会 社(19%),プ ロ ジ ェ ク ト(14%)お よ び個 人

(17%)と いう配分になっているとのことである(2000年 度の結果による)。

13本 来は,内 部監査 を担っている会計管理部門は,組 織上は会計担当部門とは切 り離されていることが望

ましいといえる。 したがって,当 該部門の最高責任者である取締役がこれ らの2つ の部門を統括すること

は,組 織上のチェック機能とい う観点の下では好ましいことではないといわざるを得ない。

14因 みに,VolkswagenのHP上 での求人を見てみると,「財務 とコントローリング」の領域では,3名 の

求人があ り次のような資格要件が示 されている。(1>保 険領域 システムアナ リス ト(勤 務先は本社所在地

であるボルフスブルクのVW保 険有限会社):ソ フ ト開発の領域の基礎的な専門知識,② コントロー

リングの経営経済的専門担当者(勤 務先はカッセルにある工場のコントローリング部門=経 済工学 または

経済学の大学課程修了者,(3>会 計 ・リスク管理 ・財務あるいは法律における十分な専門知識を有する会

計監査役(勤 務先はブラウンシュバイクにある工場のサービスセンター管理部門)。

15就 職時点でのこのような厚遇の結果 というわけではないものの,例 えば,BMWの 取締役会の構成 メン

バーは10名 であるが,そ のうちの7名 は博士号取得者であ り,更 にそのうちの1名 は教授 の称号をも取

得 している。 ドイツの高等教育 システムにおいては,経 営経済学の分野では博士号を取得 した時点で通常

は30歳 を幾つか超 えてお り,そ こから本格的な企業人 としての生活が始まることになるものの,そ の経

歴に相応 した地位が与えられるのである。

16大 学卒業者は,デ ィプロームという称号を得ることにな り,こ の称号は名刺,ネ ームプレー トなどにも

示 されている。つ まり,大 学卒業者に対する評価 はドイツにおいては依然 として高いといえる。

17会 計部門における 「プラクティクム」の募集要件について,次 の ような事例が見 出される。Daimler一



ドイツ企業における会計専門知識の形成 ・伝承のプロセス187

Chryslerの 場 合:少 な くと も2ヶ 月 〔で きれ ば3ヶ 月〕 問,基 礎 課程(Vordiplom)の 成 績 が優 秀 であ る

こ と,(連 結)会 計 ・パ ソ コン(特 にMSOffice)に つ いての知 識 を有す る ことを条件 と して,1ケ 月あ た

り650ユ ー ロが支給 され る。募 集領域 は,CorporateControlling&Accounting,AccountingResearch&

ReportingSystemsと な って いる。 また,大 手化学 メー カーであ るBASFの 場 合:8週 間,会 計 につ い て

の基 礎知識,で きればIASあ る いはUS-GAAPの 知 識 を有す る こ とを条 件 として,基 礎 課程修 了者 には1

ヶ 月あた り770ユ ー ロ,基 礎課程在 籍者 には1ヶ 月あた り205ユ ー ロが 支給 される。募集領域 は,会 計,

特 に連結 ・個別 決算 あるい は内部 報告 となって いる。 更 には,公 益企 業で あ るRuhrgasの 場 合:6週 間,

基 礎 課程 を修 了 している こと,英 語 に習熟 して いる こと,MSOfficeに 知 識 を有 す るこ とを条件 として,

職 業 訓練 ・経 験 に応 じて1ヶ 月 あ た り570～750ユ ー ロが 支 給 され る。募 集 領域 は,Finanzen/Control-

ling/M&Aと な っ ている。 この ような 「プラ クテ ィクム」 の募 集情報 は,大 学 の会計 分野 の研 究室 ・講座

のHPに おい て提 供 され ている こ とがあ る。

18例 えば,Volkswagenの 場 合 には,求 人情 報がHPに おい て常 時検索可能 に なってお り,「 プ ラクテ ィク

ム」 と 「コ ン トロー リ ング ・会計 ・IR」 とを条件 と して検索 して み る と,3件 の該 当情報 が得 られ た。そ

の募集 内容 は,概 ね次の ような ものであ った。(1)投 資 管理:経 営経済学 また は経 済学の課程 に在籍 して

お り,コ ン トロー リングあ るい は生 産経済 を専 攻 している学生。応 募要件 は,投 資 計算 の精 通 してお り,

Excelに 習 熟 してお り,自 己主 張が で きて安易 に妥協 しないが チー ム活動 ので きる素 養が あ る こ と。(2)

財 務 管理 ・計 画:経 営経 済学 の基礎 過程 に在 籍 し,コ ン トロー リ ングを専 攻 して い る学生 。(3)原 価 分

析:経 営経 済学 ・情 報学 ・経 済情報学 の課程 に在 籍 してい る学生 。応募 要件 は,プ ロ グラム言語の知識,

特 にビジュアル ・ベー シ ックに精通 してい るこ と,MSのOffice,特 にAccess/Excel/PowerPointに 習 熟

して いる こと,デ ー タベ ースの作成 ・保 存 の経験 があ るこ と。

19実 際 に,BMWのBurger氏 は,学 生 時代 にBMW一 筋 に数回 の企 業研 修 をお こない,そ の ままそ こに

就 職 した とい う経験 の持 ち主 であ った。

20大 学 において経営経 済学 を専 攻す る場 合 には,基 礎課程 の修了要件 として経 営経済学概 論,国 民 経済学

概論,統 計 学概論,法 学の 中の経済関連 分野 につ いての概論 とい う4つ の科 目につ いて合 格す る ことが必

要 であ り,更 に経営経 済学総論,会 計学 ・コン トロー リ ング,国 民経済 学,国 際経営学,会 計監査 論 とい

う5つ の科 目につ いてのデ ィプロー ム試験 に合格 し,か つ デ ィプ ローム ・アルバイ トと呼 ばれ る学 士論文

を提 出 し,こ れが該 当す る専 門領 域 に おい て審 査 されて,合 格 の評 価(4段 階 に 区分 され,優i秀,優,

良,可 の いずれか)が 得 られ た場 合 に,総 合評価(4段 階 に区分 され,優 秀,優,良,可 のいず れ かが合

格 とな る)が 与 え られ,こ れ に合 格 して初 めて デ ィプ ロームの称号が与 えられる こと となる。 この ことか

ら,基 礎 課程 で は,広 範 囲 にわた って学 習す るこ とが求め られてお り,こ の課程 を終 えて漸 く,特 定の領

域 において専 門的 な学 習 をす るこ とが認 め られて いる とい える。 とはい え,デ ィプ ロー ム ・アルバ イ トは

確か に特 定 の教授 の下 で指 導 を受 け るこ とに なる ものの,最 終 試験 の科 目か ら明 らか なよ うに,決 して狭

い範 囲に限定 した試験 では ない のであ る。

21例 えば,注8に 示 されてい るVolkswagenの プ ラ クテ ィクムで は当然 の よ うに各 種 の ソフ トウエ アーの

知識 ・熟練 度が 求め られてい る ものの,大 学教 育が これ らのすべ て を十分 に提 供 で きてい るわ けで はない

とす れば,学 生個 人の努力 ・負担 が看 過 されては な らないで あろ う。

22VolkswagenのLotz氏 に よれ ば,同 社 の会計部 門では,大 学 卒業者 に対 して職 業訓練教 育 を受 けて いる

ことを応募 要件 として いる との こ とであ る。

23そ の後 の人材育 成 もスペ シャリス ト育成 とい う方針 に したが ってお こなわれ るこ とに なるので,わ が国

の企業 に見 られ る ような経理 部 門か ら全 く別 の部署へ,あ るいは逆 に全 く別 の部署 か ら経理部 門へ の配 置

転換 な どとい う ような これ までの キ ャリアを無 視す る ような人事異 動は,会 計部 門におい ては全 く見 られ

ない とはい えぬ まで も,通 常 は見 られない現象 であ る といえ るであろ う。

24Johnson,H.T./Kaplan,R.S.:RelevanceLostTheRiseandFallofManagementAccounting ,Boston

1987.な お,邦 訳 に次 の もの があ る。鳥居 宏 史,「 レレバ ン ト ・ロス トー管理 会計 の盛 衰 一」,白 桃 書房

1992年 。
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25原 価 計算領域 と管理会計 領域 との関係 につ いて,こ こで は前者 が後者 に完全 には含 まれ てい ない とい う

理解 の下 に,両 者に共通す る領域 があ る一方 で,そ れぞれの領域 に固有 の部分 もあ ると考 え られている。

26Dellmann,K,/Franz,K.-P.,VonderKostenrechnungzumKostenmanagement(Dellmann,K./Franz,K.

-R(Hrsg .),NeuereEntwicklungenimKostenmanagement,Stuttgart/Wienl994,15-30頁 所 収),15-

16頁 。

27Dellmann,K/Franz,K.-P.,VonderKostenrechnungzumKostenmanagement(前 掲),17頁 。

28櫻 井 教授 に よれ ば,1967年 に 通産省(当 時)の 産 業構造 審議 会が発 表 した答 申 「コス ト ・マ ネ ジメ ン

ト」 にお いて コス ト ・マネ ジメ ン トとは,「 利益 管理 の一環 と して,企 業 の安定 的発展 に必要 な原価 引 き

下 げの 目標 を明 らか にす ると ともに,そ の実施 のための計画 を設定 し,こ れ が実現 を図 る一切 の管 理活動

をい う」 と定義づ け られてお り,こ の定義 の意 味において コス ト ・マ ネジメ ン トとい う用 語 を用 い る場合

には一般 に括 弧 を付 けて 「コス ト・マ ネジ メ ン ト」 とす る。櫻井 通 晴,コ ス ト ・マ ネジ メ ン ト(森 田哲

弥,岡 本清,中 村忠(他)編,会 計学大辞 典(第4版),中 央 経済社1997年,375頁 所 収)。 ここで は,

そ の ような特 定の意 味 を前提 に してい るわ けで はないので,括 弧 を付 けず に表記す る こととす る。

29CURの 事 務局 は大学 に設置 されてい る。CURは,開 設 されて か ら現在3期 目の受 講生 の プ ログ ラムが

10月 か ら始 まった ところであ り,12月 初 旬 には2期 目の受 講生 の筆 記試験 と口述試 験が ち ょうど終了 し

た とこ ろで もある。 この プロ グラ ムを修了 す る ことに よっ て,「 会 計 ・Controlling分 野 の 管理 職MBA」

とい う称号 が得 られ るこ ととな る ものの,そ のため には修 了試験 〔筆記試験 ・ロ述試験 ・修 了課題 とい う

3つ の試験要 素〕 に合格 しなければ な らない。プ ログ ラム は,6つ の部 分 に分 かれて お り,そ の実 際の 講

義 日数 はモ ジュール と呼 ばれる各部分 につ いて3～4日 間であ り,各 モ ジュー ルは少 な くとも1ヶ 月以 上

の 間隔 を空 けて開講 される こ とにな ってい る。試 験 は,ミ ュ ンス ター大学 に て実施 され る ものの,各 モ

ジュールは ミュ ンス ター中央駅 の近 くに あるホテル にてお こなわれて いる。因み に,費 用 は8,800ユ ー ロ

で あ り,こ れ には授 業料 ・資料代 ・飲 み物代 が含 まれてい る。 なお,宿 泊費 ・食事代 は受講 生が別途個 別

に負担す るこ とにな る。

30具 体 的 に は,国 内基準 に よる決 算 ・国際基 準 に よる決算,原 価 計算,コ ス ト ・マ ネ ジメ ン ト,コ ン ト

ロー リング,投 資計 算,国 内課税 ・国際課税 に加 えて,ケ ースス タデ ィ と して会計 監査 が内容 と して列 挙

されてい る。http://www.cur-muenster.de/konzept.htm

31http://www.eur‐muenster.de/ziele.htm

32こ のSAP社 の システ ムは,前 掲 の調 査企 業 におい て は例 外 な く導 入 され てい る もの の,具 体 的 な シス

テムは企業 に よって まさに千差万別 とい わ ざるを得 ない。

33松 本雅 男 ・小林 靖雄(監 修),「K・ メ レロビ ッチ コス ト ・マ ネ ジメ ン トー原価 計 画 と原 価管 理 一」,

日本事 務能率協 会1962年,序 文1頁 。

34主 要 な会計分 野 に関連 す る辞典 で は,最 新 の版で漸 くコス ト ・マ ネジメ ン トが独 立 した項 目 として解説

され る ように なって い る。 なお,ド イ ツにお け る原価 計算 に関す る専 門誌"Kostenrechnungspraxis〔 現

在 ではControlling&Managementに 誌 名変 更〕"で は,1984年 に初 めて コス ト ・マ ネジメ ン トのテ ーマ

区分 が登場 し,以 来今 日まで ひ とつの独 立 したテーマ と して取 り上 げ られ て きてい る。

35同 教授 の講 義概 要 は次 のURLに お い て 見 出 され る。http://www.wiwi.hu-berlin.de/rewe/html/lehre/

veranstaltungen/kostenmanagement.htm

36例 え ば,Hardt教 授 は,そ のi著書 に おい て伝 統 的 な技 法 と新 しい技 法 とを 区別 して お り,後 者 に は

Benchmarking,TargetCosting,継 続 的改善 プロセス,経 営提案制 度,ア ウ トソーシ ング,製 品 ライフサ

イクル ・マネ ジメ ン ト,プ ロセス志 向の原価 ・給付 計算 を含め ている(Hardt,R.,Kostenmanagement第

2版,Munchen/Wien2002年)。 また,Kremin-Buch教 授 は,戦 略 的 コス ト・マ ネジ メ ン トとい う タイ

トルの著書 にお いて,固 定費管 理,プ ロセ ス原価計 算,TargetCos廿ng,製 品 ライフサ イクル原価 計算,

CostBenchmarkingを 取 り上 げ,こ れ らの具体 的な技 法 のい くつ かの統合 を提 案 している(Kremin-Buch,

B.,StrategischesKostenmanagement第2版Wiesbaden2001年)。
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付記:今 回の調査に際して事前の準備段階ではBaetge教 授 より多大なご支援をいただ き,ま た現地入 り後

にはミュンス ター大学の同教授 の研究室のスタッフを始め,既 に定年退官 されているBechtel博 士 にも

ご協力をいただいた。また,調 査先の企業の担当者の方々,旧 知の友人達,新 たに知 り合った方々か ら

もいろいろなご協力を得ることができた。未知のテーマへの不安 を取 り除き,曲 り形にも報告書を作成

することがで きた とい うことには関係者すべてに対 してこの場 を借 りて謝意 を表する次第である。な

お,本 研究は,冒 頭でも既述の如 く,2002年 度神奈川大学共 同研究奨励助成 による研究成果の一部で

ある。


